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肺炎は日本人高齢者の主な死因の一つである。高齢者の多くは加齢に関連した基礎疾患を持って

おり，肺炎罹患後に心不全など別の系統の疾患を引き起こす傾向がみられる。それゆえ，高齢者の

肺炎予防は大切である。日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会「高齢者の

QOL と介護予防，高齢者の医療と福祉グループ」では，高齢者の市中肺炎（院外肺炎）の危険因

子と予防対策についての知見をとりまとめた。高齢者の肺炎には体外から侵入した病原微生物によ

る肺炎と不顕性誤嚥による肺炎があり，低栄養や身体機能低下を認める高齢者では肺炎のリスクが

上昇する。一方，インフルエンザワクチンや肺炎球菌ワクチンの接種は高齢者の肺炎のリスクを低

下させる。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が大流行した2020年はインフルエンザ死亡や

肺炎死亡が減少しており，COVID-19に対する非薬学的感染予防対策は肺炎の予防にも有効と考え

られる。高齢者の院外肺炎予防のためには◯マスク着用などの病原微生物の曝露を避ける感染対策

（COVID-19予防でも推奨された非薬学的感染予防対策），◯インフルエンザワクチンや肺炎球菌ワ

クチンの接種勧奨，◯不顕性誤嚥の原因となる仮性球麻痺を引き起こす脳血管疾患を防ぐための生

活習慣病の適切な治療と保健指導，◯誤嚥性肺炎の原因菌（口腔内細菌）を減少させる口腔衛生・

口腔ケア，◯肺炎のリスクとなる低栄養や身体機能低下を予防する保健指導が大切である。

Key words高齢者肺炎，低栄養，不顕性誤嚥，インフルエンザワクチン，肺炎球菌ワクチン，
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日本公衆衛生雑誌 2023; 70(6): 351358. doi:10.11236/jph.22069

 は じ め に

. 高齢化社会の日本と肺炎予防の意義

日本は世界の最長寿国の一つであり1)，健康寿命

の延伸は日本人にとって公衆衛生学的に大切な課題

の一つである。高齢者の死因は，悪性腫瘍，心疾

患，脳血管疾患，肺炎，誤嚥性肺炎が上位を占めて

いる1)が，要介護状態となる原因としては，認知

症，脳血管疾患，高齢による衰弱（フレイル），転

倒・骨折，関節疾患が上位を占めている1)。

高齢者では加齢とともに徐々に生理的予備能力が

低下し，フレイルという要介護の危険が高い状態を

経て要介護状態となる2～4)が，脳卒中，転倒・骨折

などのイベントにより健常な状態（自立）からフレ

イルを経ずに要介護状態に突然移行することもあ

る2,4)。
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日本訪問看護財団の報告によれば，訪問看護ス

テーション利用者の傷病別内訳では脳血管疾患

（12.9），認知症（8.9），悪性新生物（8.5），

筋肉骨格系疾患（8.4），統合失調症（5.8），糖

尿病（5.0），パーキンソン病（4.9）の順となっ

ており5)，脳血管疾患，認知症，パーキンソン病，

鎮静剤の内服が必要な統合失調症などの嚥下障害を

きたし，誤嚥を起こしやすい疾患6)や悪性新生物7)

や糖尿病8)など肺炎のリスクを上昇させる疾患を有

する者が上位を占めている。

2021年の統計では肺炎の死因別死亡率（人口10万

対）は59.6と報告されており，日本人の死因の第 5

位の重要な疾患である1,9)。肺炎の年齢階級別死亡

率は成人では加齢とともに上昇し，全体の96以上

を65歳以上の高齢者が占めており10)，70歳以上の高

齢者では肺炎は死因の上位（4～5 位）を占める1)。

後期高齢者にとって肺炎はとくに重要な疾患であ

る。このため，高齢者の肺炎予防は公衆衛生の観点

から大切な課題である。

公衆衛生モニタリング・レポート委員会「高齢者

の QOL と介護予防・高齢者の医療と福祉グルー

プ」は，2014年度の委員会で報告・議論する課題と

して「高齢者の市中肺炎（院外肺炎）の危険因子と

インフルエンザワクチンの効果」を選んだ。その理

由は，在宅高齢者が肺炎になった場合，在宅介護が

困難になる場合（◯命が助かっても肺炎罹患後に後

遺症で介護される高齢者の介護ニーズが増加する，

◯老々介護の場合，介護者が肺炎になり，介護がで

きなくなる）があり，重要な課題と考えたためであ

る。

. 在宅高齢者の肺炎

「成人肺炎診療ガイドライン2017」では，肺炎を，

発生の場や病態の観点から，在宅で生活する健常成

人や最近医療ケアを受けていない介護が必要でない

者に発症する「市中肺炎（ community-acquired

pneumonia: CAP）」，急性期・亜急性期病院の一般

病の入院患者に入院48時間以降に発症する「院内肺

炎（hospital-acquired pneumonia: HAP）」，療養病

床の入院患者，高齢者入所施設入所者，最近医療ケ

アを受けていた者，在宅介護を受けている者に発症

する「医療・介護関連肺炎（nursing and healthcare-

associated pneumonia: NHCAP）に大別している10)。

しかし，我が国の CAP と欧米の CAP とでは取

り扱う対象が異なっており，我が国では NHCAP

の対象となる在宅介護を受けている高齢者の肺炎も

CAP に含まれている10～12)。

日本訪問看護財団の報告では，訪問看護ステー

ション利用者の看護内容には胃ろう・経管栄養

（5.8），創傷処置（5.2），在宅酸素療法（4.9），

点滴注射（4.6），薬物による疼痛管理・がん化学

療法（2.1），ターミナルケア（1.9）などが含

まれており，医療ニーズの高い高齢者も在宅で介護

を受けており5)，NHCAP であっても HAP と同様

に不可逆的な死の過程にある高齢者が含まれる10)。

高齢者肺炎の多くは誤嚥性肺炎であり，日常生活

動作（activities of daily living: ADL）が自立した高

齢 CAP 患者であっても口腔・咽頭分泌物の微量誤

嚥が高率に認められる13)。入院治療の過程におい

て，誤嚥性肺炎を繰り返す場合には CAP の場合で

あっても継続的に患者本人や家族と相談しながら，

個人の意思や生活の質（quality of life: QOL）を尊

重した治療やケアを行うことが大切である。

これらのことを踏まえ，本稿では「在宅で生活す

る健常高齢者や最近医療ケアを受けていない介護が

必要でない高齢者に発症する CAP と最近医療ケア

を受けていた在宅高齢者，介護を受けている在宅高

齢者に発症する NHCAP」の予防を中心に，インフ

ルエンザウイルス感染予防や新型コロナウイルス感

染症（coronavirus disease 2019COVID-19）の感

染予防対策14)のインフルエンザウイルス感染に与え

た影響についてもまとめた。

高齢者は，健常，フレイル，要介護の順に ADL

が低下していくとされる2,3)が，適切な健康支援

（リハビリテーションや介護予防）により，要介護

からフレイル，フレイルから健常へと逆に移行する

場合もあり15)，在宅高齢者に発症する肺炎を CAP

と NHCAP にきちんと区別することは困難な場合

も少なくない。また，NHCAP には在宅で介護を受

けている高齢者に発症した肺炎と施設入所高齢者に

発症した肺炎が含まれる6)。

高齢者に高頻度にみられる感染症は口腔内常在

菌，腸内常在菌による内因性感染症（誤嚥性肺炎，

尿路感染症，胆道感染症など）であり，一年を通し

て散発し，流行することはない16)。一方，インフル

エンザウイルス，ウイルス性胃腸炎などの外因性感

染症の予防は感染経路を遮断することが重要であ

る16～18)。

 方 法

. メンバー間での情報交換の場の構築

日本公衆衛生学会の認定専門家のうち，「高齢者

の QOL と介護予防・高齢者の医療と福祉」に関心

を有する研究者ならびに大学教員，医療機関勤務者

が討議し，各年度の課題を決定し，日本公衆衛生学

会総会にて代表が委員会報告を行った後，会場でさ

らに会員相互の意見交換を行い，毎年の委員会報告
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書を作成している。

本委員会では，大学病院医療情報ネットワーク

（University Hospital Medical Information Network

UMIN）のメーリングリストアカウントを取得し，

メンバー間での情報交換の場を構築した。

. 課題の抽出と情報収集方法

2014年度はメンバーの自己紹介から活動を開始し

た後に，本レポートの個別課題に関する内容につい

て，情報交換を行った後，各自が提案した課題の発

表を行い，「高齢者の院外肺炎の危険因子とインフ

ルエンザワクチンの効果」を課題として選んだ。日

本公衆衛生学会総会の際にも，発表後にグループ

ミーティングを行い，発表の内容について議論を

行った。

2014年度以降も毎年全員が参加する検討会を行っ

てきたが，2021年度は COVID-19流行により，対

面でのグループミーティングは実施せず，UMIN

のメーリングリストを使用し，メンバー間で情報共

有，情報交換を行った。「高齢者の院外肺炎の危険

因子とインフルエンザワクチンの効果」を再び課題

として選んだ。◯肺炎死亡の96以上を高齢者が占

め10)，後期高齢者では肺炎死亡率が増加する1)こと

から「高齢化と肺炎死亡率の増加」を，◯高齢者に

多くみられる脳血管疾患，認知症などの嚥下障害を

きたす疾患は誤嚥性肺炎のリスクとなる6)ことから

「誤嚥性肺炎」を，◯インフルエンザの大流行の年

は，肺炎死亡者数が顕著に増加する19)ことから「イ

ンフルエンザウイルス感染と肺炎」を，◯肺炎球

菌20)が CAP12)，や HAP/NHCAP6)の主な検出菌の

一つであり，高齢者に対するワクチン接種が勧奨さ

れている1)ことから「肺炎球菌ワクチン」を，◯

COVID-19の大流行期間に，COVID-19以外の肺炎

入院やインフルエンザ入院が減少した21)ことから，

COVID-19に対する感染予防対策（マスクの着用な

どにより，病原微生物の曝露を減らすこと)14)が

COVID-19以外の呼吸器感染症の予防にも役立って

いると考え，「非薬学的感染予防対策COVID-19

の大流行」をテーマに選び，不顕性誤嚥による肺

炎，肺炎球菌ワクチンとインフルエンザワクチンの

同時接種などについても議論を重ねた。

. 解析方法

本稿で記載した内容は，公衆衛生モニタリング・

レポート委員会の「高齢者の QOL と介護予防・高

齢者の医療と福祉グループ」の検討会で採用された

課題を発表したメンバーの報告をもとに，グループ

メンバー間で討議した内容を統合し，必要に応じて

追加の情報を収集し，関連文献等の内容を追加して

記載したもので，その要旨は「年次報告書」にも記

載されている。そのため，高齢者肺炎のリスク因子

に関する系統的文献レビューとは異なり，現場で医

療福祉・健康科学系学生の公衆衛生学教育や研究，

診療・公衆衛生活動を行ってきたメンバーの経験を

もとに論文は組み立てられている。

 結果と考察

. 高齢化と肺炎死亡率の増加

第二次世界大戦後の公衆衛生の向上と医学の進歩

により，日本は世界の最長寿国の一つとなり，老年

人口（65歳以上の割合）は1950年の4.9から2020

年には28.8となっている1)。肺炎は2011年から日

本人の死因の第 3 位であったが，2017年からは 5 位

となっている1)。これは2017年に死亡統計上の原死

因選択ルールが明確化され，従来の肺炎が「肺炎」

と「誤嚥性肺炎」に区分されるようになったためと

考えられる。2021年の統計では肺炎は死因の5.1

を占め，日本人の死因の第 5 位であるが，第 6 位の

誤嚥性肺炎3.4を合わせて8.5となり，第 4 位の

脳血管疾患（7.3）と入れ替わり，悪性新生物

（26.5），高血圧性を除く心疾患（14.9），老衰

（10.6）に次いで第 4 位となっている9)。肺炎に罹

患すると入院・長期臥床により廃用性症候群や認知

機能の低下を引き起こす2,3)ので，死亡を免れたと

しても要介護状態となる場合が少なくない。

Washio ら22)の症例対照研究では，低アルブミン

血症，痩せ（低体重）は高齢者の院外肺炎発症のリ

スク因子，ADL の自立（一人で外出できること）

は予防因子であった。また，Okazaki ら23)の症例対

照研究では，呼吸筋力の低下，体幹の筋肉量の低

下，低アルブミン血症は肺炎発症のリスクを上昇さ

せた。これらの 2 つの研究結果22,23)は低栄養と筋肉

量の低下，ADL の低下が，高齢者の院外肺炎の発

症リスクとなっていることを示唆している。

先進国においては成人の肺炎罹患率は年齢ととも

に増加する24,25)が，欧州で行われた観察疫学研究

（横断研究，症例対照研究，コホート研究）の系統

的文献レビューにおいても，低栄養や身体機能低下

は喫煙，慢性閉塞性肺疾患，喘息，口腔歯科疾患/

歯周病などとともに，CAP のリスクとなってい

る24)。Torres ら25)は文献レビューを行い，「禁煙，

飲酒量を減らす，良い栄養状態を確保するための食

事療法の指導，呼吸器感染症に罹患している小児と

の接触を避ける，定期的な歯科受診，インフルエン

ザワクチンと肺炎球菌ワクチンの接種」により成人

の CAP リスクが減少すると報告している。2 つの

文献レビュー24,25)を参考に作成した CAP リスクと

予防対策のまとめを示す（表 1）。
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表 高齢者の市中肺炎/院外肺炎のリスク因子と予

防対策（生活習慣・健康状態・ワクチン接種

など)

リスク因子 予防対策

過去の喫煙・現在の喫煙
若い世代からの生涯教育とし
てのタバコ教育・喫煙者への
禁煙指導

多量飲酒・アルコール中
毒

未成年からのアルコール教
育・アルコール依存者への断
酒支援

歯周病・口腔歯科疾患
（不顕性誤嚥）

定期的な歯科検診と歯科診
療・口腔ケア

低栄養・低体重（サルコ
ペニア）

食事指導・栄養指導

身体機能低下・生理的予
備能力低下（フレイル)

運動指導・リハビリテーショ
ン

小児との同居・定期的な
接触

呼吸器感染症のある小児とは
接触を避ける

インフルエンザ流行
本人と家族のインフルエンザ
ワクチン接種・マスクの着用

その他
インフルエンザワクチンと肺
炎球菌ワクチンの両方接種

Almirall J, et al.24), Torres A, et al.25)を参考に作成
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高齢者における筋肉量の低下・筋肉力の低下は加

齢だけではなく，慢性疾患，低栄養，身体を動かさ

ない座りがちな生活様式（不活動）が関与してい

る26)。肺炎予防のためには，ADL の低下を防ぐ支

援だけではなく，リハビリテーションや介護予防4)

により，要介護からフレイル，フレイルから健常・

自立へと改善する場合もある2,4,15)ことを念頭に置

いた援助が大切である。

. 誤嚥性肺炎

高齢者肺炎の多くは誤嚥性肺炎であり，リスク因

子は脳血管疾患，認知症や脳変性疾患（パーキンソ

ン病など）に合併しやすい不顕性誤嚥である13)。

ADL 自立高齢者であっても，CAP 患者には口

腔・咽頭分泌物の微量誤嚥が高率に認められる13)。

高齢者であっても寝ている間に毎時 6～20 mL の唾

液が産生されており，認知症や脳血管疾患，脳変性

疾患による嚥下障害があると口腔内や咽頭内の微生

物を含んだ分泌物が気道内に侵入し，肺炎を惹起す

る13)。不顕性誤嚥は「ムセの無い誤嚥」で，誤嚥物

が声門を越えて気管内に行っても咳嗽反射が生じな

いため，誤嚥物が咳嗽で排出されず，気管・肺内に

行ったままになるので肺炎のリスクが高くなる27)。

Kusama ら28)の地域在住高齢者を対象にした横断

研究では，義歯洗浄を毎日は行わない高齢者は毎日

行う高齢者に比べ，過去 1 年以内に肺炎を発症した

割合が高かった（3.0 vs. 2.3，オッズ比＝1.30，

95信頼区間1.011.68）。このことは，口腔内の細

菌を減らすことが，肺炎リスクを減らすことを示唆

している。口腔衛生・口腔ケアは誤嚥の際に気管支

や肺に侵入する細菌を減らすので，肺炎の予防に有

用である29,30)。

. インフルエンザウイルス感染と肺炎

インフルエンザウイルスの型には A 型，B 型，C

型があるが，毎年冬にヒトの間で流行するのは A

型と B 型である31)。日本では人口の 5～10がイン

フルエンザに罹患し31)，死亡者の大多数を高齢者が

占める31)。

A 型インフルエンザウイルスの表面には 2 種類

［赤血球凝集素（hemagglutinin: HA）と，ノイラミ

ダーゼ（neuraminidase: NA）］のスパイクがあり，

その抗原性によって亜型（H1N1，H2N2，H3N2）

に分類される31)。インフルエンザウイルスは遺伝子

の突然変異によって毎年少しずつ抗原性が変化する

（連続変異antigenic drift）ため，同じ型，同じ亜

型のインフルエンザに再罹患しうる19,31)。また，A

型では，ヒトのインフルエンザウイルス株とトリの

インフルエンザウイルス株が同時にブタに混合感染

することにより，遺伝子再集合が起こり，HA 抗原

や NA 抗原が今まで流行していた亜型と別の亜型

に大きく変異する（不連続変異）ことがあり，世界

的大流行の原因となる19,31)。

インフルエンザの大流行の年は，インフルエンザ

死亡者数および肺炎死亡者数が顕著に増加するが，

循環器疾患などの呼吸器系以外の慢性基礎疾患を死

因とする死亡者数も増加し，全体の死亡者数が増加

する19)。

20世紀に人類は1918年のスペインかぜ A（H1N1），

1957年のアジアかぜ A（H2N2），1968年の香港か

ぜ A（H3N2）の大流行を経験した19,31)が，21世紀

に入ってもインフルエンザ A（H1N1）pdm09が出

現し，2009年 6 月世界保健機関（World Health Or-

ganization: WHO）はパンデミックを宣言した29)。

2009年の大流行では日本では多くの患者が発生した

にもかかわらず死亡は少なかった31)。日本ではイン

フルエンザ様疾患患者は発症早期に迅速検査を受

け，陽性なら全例がノイラミダーゼ阻害薬治療を受

けたことで，死亡が減少したと考えられている31)。

発症早期（2 日以内）の抗インフルエンザ薬の投与

は重症化の予防に有用である19,29,31)。

インフルエンザの予防にはインフルエンザワクチ

ンが中心的役割を担う。Hara ら32)は地域在住高齢

者に対するインフルエンザワクチン接種の予防効果

を調べる大規模コホート研究を行い，インフルエン

ザ様疾患に対するワクチンの有効性は62（95信
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頼区間 1583）であったと報告している。一方，

Suzuki ら33)は検査陰性デザインを用いた症例対照

研究を施行し，インフルエンザワクチンの有効性

は，検査確定インフルエンザ肺炎に対して58.3

（95信頼区間 28.875.6），細菌感染のないイン

フルエンザ肺炎に対して70.1（95信頼区間

19.888.9），インフルエンザ関連細菌性肺炎に対

して49.1（95信頼区間 17.168.7），インフル

エンザ肺炎による入院に対して60.2（95信頼区

間 22.879.4）であったと報告している。

Liang ら34)は台湾の全民健康保険研究データベー

スを用いた大規模ケース・クロスオーバー研究を行

い，ワクチン株と流行株が合致したインフルエンザ

シーズンは CAP 発症リスクを減少させた（オッズ

比＝0.72，95信頼区間 0.640.83）が，合致しな

かったシーズンは CAP 発症リスクを減少させるこ

とはなかった（オッズ比＝1.06，95信頼区間

0.921.23）と報告している。

わが国の季節性インフルエンザワクチンは WHO

が毎年提示する推奨するワクチン株を元に，厚生科

学審議会予防接種ワクチン分科会で選定し，厚生労

働省健康局長が決定，国内で製造されるワクチンは

全メーカー同一のワクチン株で製造される35)。

2014/15シーズン以前は A 型 2 株（A/H1N1，A/

H3N2）と B 型 1 株（Yamagata 系統または Victor-

ia 系統のうち 1 株）の 3 価のワクチンが製造され

ていたが，近年 B 型 2 系系統が同時流行すること

が多いことから，WHO が B 型 2 系統から各々ワ

クチン株を推奨するようになり，我が国でも2015/

16シーズン以降 A/H1N1，A/H3N2，B/Yamagata

系統，B/Victoria 系統を含む 4 価ワクチンが導入さ

れた35)。B 型が 1 系統であった時は系統の違いによ

り，ワクチン株と流行株が合致しないこともあった

が，B 型が 2 系統になったことで，ワクチン株の有

効性が向上することが期待される。

Blank ら36)の欧州 5 か国で2001/02インフルエン

ザシーズンから2006/07シーズンにわたって行った

大規模調査では，「家庭医や看護師の働きかけ」が

高齢者のインフルエンザワクチンの接種率向上に大

きな役割を果たしていており，家庭医（かかりつけ

医）によるワクチン接種の勧奨の有無が高齢者のワ

クチンの接種率の向上に関与していると考えられ

る。同居家族や定期的に接触する人たちは感染源と

なりうるので，ケア提供の有無にかかわらず，イン

フルエンザワクチン接種が必要である。ワクチンの

定期接種の対象となる高齢者1)だけではなく，家族

や「かかりつけ医・看護師」に対する働きかけも大

切である。

. 肺炎球菌ワクチン

肺炎球菌は CAP の主要な原因菌である12,20)が，

HAP/NHCAP における主な検出菌の一つでもあ

る6)。肺炎球菌は飛沫感染により，鼻咽腔に侵入

し，一過性に定着し，顕微誤嚥により下気道に入

り，機械的バリアを突破して肺炎を発症させる20)。

肺炎球菌は無症候に上気道に定着し，乳幼児の約半

数，成人の約10で鼻咽腔から分離される20)。侵入

した肺炎球菌の一部は保菌状態になっていると考え

られるので，肺炎球菌ワクチン接種は誤嚥性肺炎の

予防の観点とインフルエンザウイルス感染に続発す

る二次性細菌性肺炎の予防の両方の意味で大切であ

る。

Suzuki ら37)は症例対照研究を行い，23価肺炎球

菌ワクチンは在宅高齢者の肺炎球菌肺炎の発症リス

クを低下させたと報告し（オッズ比＝0.23，95信

頼区間 0.080.66），Masuda ら38)は一医療機関に通

院する高齢の慢性肺疾患患者を対象に，肺炎球菌肺

炎発症者を症例，非発症者を対照とする症例対照研

究を行い，23価肺炎球菌ワクチンが肺炎球菌肺炎発

症のリスクを減少させた（オッズ比＝0.39，95信

頼区間 0.17 0.89 ）と報告している。一方，

Maruyama ら39)は老人ホーム入所者の介入研究を行

い，23価肺炎球菌ワクチン接種者は非接種者に比

べ，肺炎球菌肺炎の発症は少なく（2.8 vs. 7.3，

P＜0.01），肺炎球菌肺炎の致死率もワクチン接種者

は非接種者に比べ低かった（0 vs. 35.1，P＜

0.01）と報告している。23価肺炎球菌ワクチンは高

齢者の肺炎の発生予防，重症化予防に有用である29)。

インフルエンザウイルス感染後の二次性細菌性肺

炎の予防も高齢者では重要であり6,11)，インフルエ

ンザワクチンと23価肺炎球菌ワクチンの両者を接種

することが勧奨されている29)。

. 非薬学的感染予防対策COVID-19の大流行

がインフルエンザと肺炎に与えた影響

我々は COVID-1940,41)の大流行がインフルエンザ

死亡や肺炎死亡に与えた影響について検討した。イ

ンフルエンザ死亡は2018年3,325人9)，2019年3,575

人9)，肺炎死亡は2018年94,661人9)，2019年95,518

人9)であったが，COVID-19が日本で大流行した

2020年には各々956人，78,450人と減少し9)，「外出

時のマスクの着用，人ごみを避ける」などの

COVID-19感染予防対策14)がインフルエンザや肺炎

による死亡の減少に寄与した可能性を報告した

（2021年度公衆衛生モニタリング・レポート委員会

報告）。

表 2 に COVID-19流行前後の肺炎，インフルエ

ンザ，誤嚥性肺炎と主な疾患による死亡率の経年的
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表 新型コロナウイルス感染症流行前後の肺炎，

インフルエンザ，誤嚥性肺炎と主な疾患によ

る死亡率（10万対）の経年的変化

死 因 2018年 2019年 2020年 2021年

肺 炎 76.2 77.2 63.6 59.6

インフルエンザ 2.7 2.9 0.8 0.0

誤嚥性肺炎 31.0 32.6 34.6 40.3

老 衰 88.2 98.5 107.3 123.8

脳血管疾患 87.1 86.1 83.5 85.2

心疾患(高血圧性を除く) 167.6 167.9 166.6 174.9

悪性新生物 300.7 304.2 306.6 310.7

参照厚生労働省。人口動態統計（確定数）の概況9)

より
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変化を示す。脳血管疾患，心疾患（高血圧性を除

く），悪性新生物の死亡率は2018年から2021年の間

で大きな変化を示していないのに対し，肺炎，イン

フルエンザの死亡率は COVID-19が日本で大流行

した2020年以降に低下しており，とくにインフルエ

ンザの死亡率の低下は2019年2.99)から2020年0.89)と

著明である。これは「マスクの着用，三密の回避，

身体的距離の確保などの COVID-19に対する非薬

学的感染予防対策（ non-pharmaceutical interven-

tions: NPI）」14)によると考えられるので，2021/2022

シーズンはインフルエンザに罹患した人が少なかっ

たと考えられるが，2022/23シーズンは NPI が

2021/22シーズンほど徹底していないことや2021/22

シーズンはインフルエンザに罹患し，免疫を獲得し

た人が少ないと考えられることより，2022/23シー

ズンはインフルエンザ患者が増える可能性がある。

Yamaguchi ら21)は26病院が参加する疫学研究を行

い，COVID-19の大流行の期間，COVID-19以外の

肺炎による入院，インフルエンザによる入院が減少

したと報告している。COVID-19に対する感染予防

対策14)により，急性上気道炎などが減少したことが

肺炎の入院が減少した一因と考えられる。COVID-

19大流行開始によるインフルエンザの減少は海外で

も確認されている42,43)。COVID-19に対する NPI が

インフルエンザの感染予防に役立っていると考えら

れている42,43)。

COVID-19が爆発的に広がった「第 7 波」44)では，

緊急事態宣言は発出されず，移動制限や飲食店の営

業時間の短縮などの要請は行われなかったため，

NPI によるインフルエンザや肺炎の感染予防効果

は今までほどは期待できないと考えられる。

以上の現状を踏まえると，今後の COVID-19対

策では，ワクチン接種に加えて，高齢者におけるイ

ンフルエンザや肺炎の感染予防の観点もあわせた

NPI を講じることが大切であり，「同居家族以外の

人と会食する時は黙食し，会話する時はマスクを着

用する」などの具体的な指導が必要である。

表 2 に示すように，人口で補正した死亡率におい

ても COVID-19の大流行が始まった2020年はイン

フルエンザや肺炎による死亡は減少していた9)。マ

スクの着用，三密（密閉・密集・密接）の回避，身

体的距離の確保（間隔をあける，接触［握手・ハグ］

をしない）などの COVID-19に対する NPI14)がイ

ンフルエンザ感染の予防にも役立っていると考えら

れた。一方，誤嚥性肺炎，悪性新生物などには死亡

率の低下は認められなかった9)。また，NPI が徹底

されていた時は COVID-19にインフルエンザが合

併する例は稀（00.8）であった45,46)が，高齢者

や高リスクの人たちには両者の合併例が認められ

た46)ので NPI は大切である。

イタリアで行われた生態学的研究では，新型コロ

ナウイルス陽性率や COVID-19による死者数は心

血管疾患死亡率とは正の相関を示し，インフルエン

ザワクチン接種率とは負の相関関係を示したと報告

されており47) ，普段の地域の保健活動力は

COVID-19等の新興感染症の感染予防力とも深く関

係していると考えられる。

保健師等の公衆衛生活動に関与する地方自治体職

員は行政機関や地方の医師会だけではなく，かかり

つけ医や訪問看護師などの地域の医療サービス担当

者とも情報を共有し，地域保健活動の協動体制を築

くことが大切である。

 お わ り に

高齢者の肺炎には「体外から侵入した病原微生物

による肺炎」と「不顕性誤嚥による肺炎」の 2 つが

あり，低アルブミン血症や ADL の低下は肺炎のリ

スクを上昇させ，インフルエンザワクチンや肺炎球

菌ワクチンの接種は肺炎のリスクを低下させる。

COVID-19が大流行した2020年はインフルエンザ死

亡や肺炎死亡が減少しており，COVID-19に対する

NPI は肺炎の予防にも有効と考えられる。

高齢者の院外肺炎予防のためには◯マスク着用な

どの病原微生物の曝露を避ける感染対策（NPI），

◯インフルエンザワクチンや肺炎球菌ワクチンの接

種勧奨，◯不顕性誤嚥の原因となる仮性球麻痺を引

き起こす脳血管疾患を防ぐための生活習慣病の適切

な治療と保健指導，◯誤嚥性肺炎の原因菌（口腔内

細菌）を減少させる口腔衛生・口腔ケア，◯肺炎の

リスクとなる低栄養や身体機能低下を予防する保健
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指導が大切である。

本稿の一部は公衆衛生モニタリング・レポート委員会

報告「高齢者の QOL と介護予防・高齢者の医療と福祉

グループ」（2014年度，2021年度）で発表した。
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